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Ⅲ 研究要旨 

本研究では、複数の病床規模の病院をモデルとして、医師の宿日直を勤務と見なした場

合の必要人員及び人件費の変動を分析し、その正論の経営や社会への影響の大きさを検証

した。 

年間の時間外労働の上限を複数のパターンに分け、1 人当たりの年間労働時間を算出し、

各パターンごとの宿日直勤務化に伴う必要医師数を割り出した。分析に用いるモデル病院

を病床規模ごとに複数設定したうえで、時間外労働の上限時間のパターンごとに勤務化に

伴う必要医師増員数を算出し、増額となる人件費を試算した。 

300 床規模のモデル病院で時間外労働の上限を 960 時間に設定した場合、宿日直化に伴

う必要医師増員数は 5 名となり、増額となる人件費は約 6,700 万円と試算された。同様の

条件で大学病院をモデルとした場合、必要医師増員数は 61名となり、約 6億 1,000万円の

人件費増額が見込まれた。 

各医療機関にとって医師の確保と増額人件費を補填する経営改善を同時に実現すること

は容易ではなく、今後国による宿日直の解釈や在り方自体の変革、あるいは診療報酬上の

措置が求められるとともに、各医療機関自体も早期に対策を練る必要がある。 
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Ⅳ 研究報告 

 

標  題：働き方改革に伴う医師宿日直勤務化の経営的影響 

著 者 名：中西 康裕*1,*2，赤羽 学*2，今村 知明*2 

所属機関：*1 奈良県立医科大学 法人企画部 財務企画課 

*2 奈良県立医科大学 公衆衛生学講座 

 

１．背景 

近年、政府の目玉政策の一つして、働き方改革が急速に進められている。2018年 6月 29

日に「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」1が可決され、成立する

に至った（2018年 7月 6日公布）。日本の労働者の時間外労働は、原則月 45時間、年 360

時間を上限とし、臨時的な特別な事情がある場合でも年 720 時間、単月 100 時間未満（休

日労働を含む）、複数月平均 80 時間（休日労働含む）、月 45 時間超は年に 6 回までと規制

されることとなった。大企業では、2019年 4月からこの規制が適応開始となっており、中

小企業においても 2020年 4月から適用される。違反した者は、罰則として「6か月以下の

懲役または 30万円以下の罰金」に処される。 

この規制の課題としては、まず一つに月 100 時間未満という規制が「過労死ライン」と

される労災認定基準並であることが挙げられる。また、医師や自動車運転業、建設業等へ

の時間外労働の上限規制適用は、5年間先送りされることとなっている。特に医師について

は、「具体的な上限時間等は省令で定めることとし、医療界の参加による検討の場において、

規制の具体的あり方、労働時間の短縮策等について検討し、結論を得る」2方針の下、一般

労働者とは別途検討が進められた。 

医師の労働に関する問題は、これまでにも多々指摘されてきたのであり3,4,5,6,7、厚生労働

省主催の「医師の働き方改革に関する検討会（以下、検討会）」では、様々な議論がなされ

た。全 22 回、約 1 年 8 ヵ月を要し 2019 年 3 月 28 日の検討会を最後として、報告書がま

とめられた 8。 

最も注目された医師の時間外労働の上限は、基本となる年 960 時間・月 100 時間（A 水

準）の他に、年 1860 時間となる「地域医療暫定特例水準」（B 水準）及び「集中的技能向

上水準」（C水準）が設定され、2024年 4月から適用されることとなった。ただし、B水準

を適用するためには「地域医療の観点から必須とされる機能を果たすために、やむなく長

時間労働となる医療機関であること」や、すでに「医師の労働時間短縮に向けた対応がと

られていること」などが要件として示されている8（2035年度末に廃止を検討することも法

令上明記される）。また、B水準及び C水準の適用に当たっては、労務管理や医師の健康確

保策などが義務化される。 

検討会で取り上げられた時間外労働の規制に密接に関わる課題の一つに、医師の宿日直

の取り扱いを今後どのように改善すべきかという議論がある。厚生労働省労働基準局の通
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知（2002年）9では、宿日直とは「常態としてほとんど労働する必要のない勤務のみを認め

るものであり、病室の定時巡回、少数の要注意患者の検脈、検温等の特殊な措置を要しな

い軽度の、又は短時間の業務を行うことを目的とするもの」に限られており、原則「通常

の労働の継続は認められない」こととされている。もし宿日直中に「救急患者の対応等が

頻繁に行われ、夜間に充分な睡眠時間が確保できないなど常態として昼間と同様の勤務に

従事することとなる場合」には、労働基準監督署長により宿日直の許可が取り消されるこ

とになると明確に記載されている。 

しかし、現実には診療科によって差はあるものの、一睡もできず継続的に労働を行って

いる宿日直医は多数存在する。そのため、そうした現行の宿日直は今後「勤務」と見なす

べきとの主張は、労働基準法上では正論となる。実際、近年多くの病院に対し労働基準監

督署が超過勤務手当未払い等により是正勧告を行っており、複数の大学病院や自治体病院

で億単位の支払いが発生している。医師の働き方改革が検討される中で、宿日直の扱いを

今後どのように改善するかは病院経営にとっても大きな課題である。だが、検討会におい

て、現在の宿日直の在り方は医療現場の実態と宿日直許可の趣旨を踏まえたうえで、現代

化させる必要があるとの認識には至っているものの、具体的な解決策までは示されなかっ

た（ただし今後宿日直の取り扱いに関する通達が発出される予定）8。医師の宿日直の勤務

化が実現可能な方策であるのか、病院経営を考慮したうえでの検討はほとんどされていな

い。 

 

２．目的 

本研究は、複数の病床規模の病院をモデルとして、医師の宿日直を勤務と見なした場合

の必要人員及び人件費の変動を分析し、経営や社会への影響の大きさを検証する。 

 

３．方法 

医師の宿日直の勤務化に伴う必要人員及び人件費を算出するにあたり、まず祝日や休暇

等も考慮して、年間で発生する 1名当たりの宿日直に伴う労働時間を算出した。1日当たり

の労働時間や平日・休日の勤務日数等は表 1 の通りとなり、宿日直の 1 名当たり年間労働

時間は次のように算出される。 

 

16時間×240日＋24時間×104日＋24時間×21日＝6,840時間 

 

 労働基準法第 34 条では、「労働時間が 6 時間を超える場合においては少くとも 45 分、8

時間を超える場合においては少くとも 1 時間の休憩時間を労働時間の途中に与えなければ

ならない」としているが、ここでは労働者の「拘束時間」ではなく、あくまで「労働時間」

の算出を目的とする。 

 次に、年間時間外労働の上限を、0 時間、360 時間、960 時間、1860 時間の 4 つのパタ
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ーンに設定し、それぞれのパターンにおける必要医師数を宿日直の年間労働時間等から次

のように割り出した。 

 

パターン 1：年間時間外労働の上限が 0時間の場合 

 

8時間×（240日－10日）＝1,840時間 

6,840時間÷1,840時間＝3.72名 

 

パターン 2：年間時間外労働の上限が 360時間の場合 

 

8時間×（240日－10日）＋360時間＝2,200時間 

6,840時間÷2,200時間＝3.11名 

 

 パターン 3：年間時間外労働の上限が 960時間の場合 

 

8時間×（240日－10日）＋960時間＝2,800時間 

6,840時間÷2,800時間＝2.44名 

 

 パターン 4：年間時間外労働の上限が 1860時間の場合 

 

8時間×（240日－10日）＋1860時間＝3,700時間 

6,840時間÷3,700時間＝1.85名 

 

分析に用いるモデル病院は、病床規模別に 100 床規模、300 床規模、750 床規模、特定

機能病院（大学病院）と設定した。各病院によって宿日直医師数は異なるが、宿日直中に

何度も業務に呼び出される等の理由で、「勤務」として扱わなければならない宿日直は存在

することから、病床規模ごとの勤務化が必要な 1日当たり宿日直医師数は、150床規模当た

り 1 人と仮定した。ただし、大学病院の宿日直医師数は、大学病院に設置される全診療科

のうち、全体に占める割合の多い約 25診療科を参考に仮定した。病床規模ごとに勤務化の

必要な宿日直医師数を表 2に示す。 

時間外労働の上限別に割り出した必要医師数と、各病床規模別の宿日直医師数を掛け合

わせることで、時間外労働上限別・各病床規模別必要医師増員数を算出した。また、時間

外労働上限・各病床規模別必要医師増員数に医師の人件費を掛け合わせることで、時間外

労働上限・各病床規模別増額人件費を算出した。 

医師の人件費については、「平成 29年度賃金構造基本統計調査」10を参考に、年間所得額

に福利厚生費や退職給付費用等を考慮するため 1.3 倍を上乗せし、13,838千円と設定した。
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大学病院医師（教員）の人件費については、公的大学病院を事例とした人件費の試算11と上

記医師人件費を参考に、10,000千円と設定した。 

さらに、急性期病院（精神科病院を除く多くの病床を有する救急告示病院 2,076施設（う

ち大学病院 78 施設）を対象）12が全て医師宿日直の勤務化を実施したことを仮定し、その

際発生し得る必要医師増員数及び増額人件費を概算した。 

 

４．結果 

時間外労働上限・各病床規模別必要医師増員数及び時間外労働上限・各病床規模別増額

人件費を試算した結果を表 3 に示す。300 床規模のモデル病院で 960 時間までの時間外労

働とした場合、勤務化に伴う医師増員数は 5 名となり、増額となる人件費は約 6,700 万円

と試算された。同様の条件で大学病院をモデルとした場合、必要医師増員数は 61名となり、

約 6億 1,000万円の人件費の増額が見込まれた。 

 また、急性期病院全てが医師宿日直の勤務化を実施すると仮定した場合に必要な医師増

員数及び増額人件費を表 4 に示す。時間外労働の上限を 960 時間とした場合、全国的に必

要となる医師増員数は約 1万 5,000名、増額となる人件費は 1,800億円程度と推計された。 

 

５．考察 

本研究における試算によって、宿日直が勤務化された場合、医師の増員に伴う人件費の

増加は 300 床規模の病院でおおよそ 1 億円程度、750 床規模の病院では 2 億円程度発生す

る可能性がある。大学病院では 6 億円以上の人件費の増加が見込まれ、これらの費用は経

営的には純損失となる。 

また、宿日直の勤務化が全国的に実施されたと仮定した場合、時間外労働の上限の設定

で差は生じるが、およそ 1万 5,000名の医師増員と、2,000億円程度の人件費の増加が予想

される。このような状況は、医療経済や医師の将来需要等を考慮すると、現実的に実施可

能な政策であるとは言い難いと思われる。 

医師宿日直の勤務化は、医師 1 人当たりの労働時間制限につながるものである。慢性的

に医師不足が続く地域においては、そもそも医師増員の実現性は低い。現在我が国におい

ては、政府によって強力に「働き方改革」が推進されていることによって、長時間労働は

改善されるべきとの風潮が高まっている。これまで、長時間の労働に従事せざるを得なか

った医師についても、改善に向けた検討が急速に進められているのは歓迎すべきことであ

る。しかし、多くの病院における現実の問題として、医師不足は常態化しており、医師の

増員が実現できなければ人員が不足したまま労働時間に制限が掛かることになる。それは

すなわち、診療体制の縮小を検討せざるを得ない事態を引き起こし、夜間救急医療体制の

脆弱化等の引き金となり得る。実際、先行して宿日直体制の見直しを図った都内の複数の

病院が夜間救急を制限しており、この傾向が全国的に波及すれば、地域医療崩壊の懸念が

生じる。 



- 6 - 

 

さらに、現在多くの医療機関において経営状態は極めて厳しいと言わざるを得ない。2017

年実施の全国公私病院連盟と日本病院会の調査13では、赤字病院数の割合は 69.0%であり、

自治体病院に至っては 88.3%が赤字である。病院の経営が成り立たなくなり倒産すれば、

その地域の医療体制はたちまち脆弱化する。医師の宿日直が勤務と見なされることになれ

ば、多くの病院で億単位の人件費が新たに発生し、ますます多くの病院が経営的に追い込

まれることとなる。 

必要医師数に関する本研究の試算方法については、日勤者の時間外労働を夜勤の労働時

間へあてる方法も考えられる。しかし、「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査」

によると、常勤勤務医の現状週当たり労働時間は、当直・オンコールを除く診療時間及び

診療外時間に限定しても、男女ともに 20代では平均 55時間程度であり、女性は 30代以降

40 時間台となるものの、男性は 50 代でも 50 時間以上である。週 60 時間以上の労働に従

事している者の割合を見ると、男性全体で 27.7%、女性全体では 17.3%となっている14。当

直の待機時間を含めると、60時間以上労働に従事している医師は男性で41%、女性で28%、

80時間以上では男性で 11%、女性で 7%に上っている15,16。また、この調査の対象には含ま

れていないが、多くの勤務医は他病院において当直業務等も担っており、当然その業務分

も労働時間に含まれる 3。日勤者の時間外労働を夜勤の労働時間へあてることを検討する前

に、まずは現状の時間外労働短縮に向けた取り組みを検討する必要がある。 

その改善方法の一つとして、タスク・シフティング及びタスク・シェアリングの推進が

注目されている。すでに特定行為研修を終えた看護師によるタスク・シフティング等の事

例や、臨床工学技士による麻酔補助業務の先進事例も報告されており、今後の広がりが期

待される。平成 30年度診療報酬改定で、医師事務作業補助体制加算や看護補助体制加算が

充実されており、医師事務補助者や看護補助者の雇用を促進することで医療機関は医師・

看護師の負担軽減を行いつつ、同時に経営改善が見込めるようになっているが、全国的な

人手不足等により、新たに補助者として人員を採用し、配置を拡大するのは難しい状況に

ある。 

宿日直のみを捉えても解決困難な課題は多々あるが、医師の労働時間に大きく影響し得

るもう一つの課題に「自己研鑽」の捉え方の問題がある。自己研鑽を労働時間としてどの

ように扱うかで、特に大学病院の医師の労働時間の捉え方は決定的な違いが生じる可能性

がある。本研究試算では、特に大学病院において医師の人件費増加が見込まれるため、大

学病院の医師（教員）が行う「研究」を全て労働と見なすのかどうかによって、増加が見

込まれる医師数や人件費は大きく変わってくる（自己研鑽の取り扱いに関する通達が宿日

直と同様今後発出される予定）。 

医師の働き方改革実現には多くの障壁があり、各医療機関にとっては、果たしてどの程

度まで改革を実現できるか、厳しい状況にある。医師の労働時間に規制を設けることは、

これまでの過酷な労働環境を改善するうえで評価できる。しかし、医師の宿日直の問題は、

宿日直の在り方自体が変わらない限り労働時間規制との両立は難しく、各医療機関の努力
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だけで解決することは極めて困難であろう。 

 

６．結論 

本研究における試算により、医師宿日直の勤務化は大病院（特に大学病院）において医

師増員と人件費増加が顕著であることが明らかとなった。各医療機関にとって、医師の増

員と増額人件費を補填する経営改善を同時に実現することは容易ではない。今後、国によ

る宿日直の解釈や在り方自体の変革、あるいは診療報酬上の措置が求められるとともに、

各医療機関自体による早期の対策検討が望まれる。 
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表 1 宿日直に伴う労働時間算出に用いる労働時間等 

労働時間・勤務日数・休暇日数

1日当たり労働時間 8時間

1日当たり夜間勤務時間 16時間

1日当たり土日祝勤務時間 24時間

平日 240日

土日 104日

祝日（年末年始休みを含む） 21日

年休・夏期休暇等 10日
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表 2 病床規模ごとに仮定した勤務化の必要な宿日直医師数 

病床規模 宿日直医師数

100床 1名

300床 2名

750床 5名

特定機能病院（大学病院） 25名
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表 3 必要医師増員数及び増額人件費 
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表 4 急性期病院全てが宿日直勤務化を実施した場合の必要医師増員数及び増額人件費 

➀時間外労働上限が 0 時間の場合（時間外労働上限別必要医師数 3.72 名） 

 

②時間外労働上限が 360 時間の場合（時間外労働上限別必要医師数 3.11 名） 

 

➂時間外労働上限が 960 時間の場合（時間外労働上限別必要医師数 2.44 名） 

 

④時間外労働上限が 1860 時間の場合（時間外労働上限別必要医師数 1.85 名） 

 

※急性期病院施設数は「平成 26 年医療施設（静態・動態）調査」による病床規模ごとの救急告示病院数（一 

般病院のみ）を参照 

※大学病院は 78 施設を対象 
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